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第 33 回民間資金等活用事業推進委員会 

議事次第 

 

 

                 日 時：平成 26 年２月６日（木）13:31～15:26 

                 場 所：合同庁舎４号館 12 階 1208 特別会議室 

 

 

１．開 会 

 

２．議 事 

 （１）アクションプランの実施状況及び今後の取組について 

 （２）WG の検討状況について 

 （３）PFI 事業の実施状況に関する国会報告について 

 （４）報告事項 

   ・平成 26 年度予算編成の基本方針について 

   ・成長戦略進化のための今後の検討方針について 

   ・産業競争力のための今後の検討方針について 

 （４）その他 

 

３．閉 会 
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○井上参事官 ただいまから第33回「民間資金等活用事業推進委員会」を開催します。 

 事務局をしております内閣府民間資金等活用事業推進室参事官の井上でございます。 

 本日はお忙しい中、皆様方におかれましては御出席いただきまして、まことにありがと

うございます。 

 本日は定員９名のうち６名の委員に御出席いただいております。定足数の過半数に達し

ておりますので、委員会が適法に成立しておりますことを御報告申し上げます。 

 本日は委員改選後、最初の会合でございます。まずはじめに委員の御紹介をさせていた

だきます。委員の皆さま方におかれましては、平成26年１月10日付で御就任いただいてい

るところでございます。それでは、五十音順で御紹介させていただきます。 

 石原邦夫委員でございます。 

 佐藤主光委員でございます。 

 谷口綾子委員でございます。 

 宮本和明委員でございます。 

 野城智也委員でございます。 

 柳川範之委員でございます。 

 このほか、本日は所用により御欠席ですが、伊藤陽子委員、小幡純子委員、根本祐二委

員に御就任いただいております。 

 引き続きまして、専門委員の皆様の御紹介をさせていただきます。 

 専門委員の皆様におかれましても、平成26年１月10日付で全員で11名の方々に御就任い

ただいたところでございます。 

 それでは、五十音順に御紹介させていただきます。 

 浅野貞泰専門委員でございます。 

 石川勝己専門委員でございます。 

 石田直美専門委員でございます。 

 江口直明専門委員でございます。 

 河端陽子専門委員でございます。 

 小島泰専門委員でございます。 

 小林真専門委員でございます。 

 財間俊治専門委員でございます。 

 このほか、本日は所用により御欠席ですが、赤羽貴専門委員、石田晴美専門委員、廻洋

子専門委員のお三方にも御就任いただいております。 

 続きまして、本委員会の委員長の選任をお願いするわけでございますけれども、民間資

金等活用事業推進委員会令第２条第１項の規定によりますと、委員の皆様方の互選により

決めていただくこととされております。どなたか御提案がございましたら、お願いいたし

ます。 

○野城委員 大変幅広い経験と見識をお持ちの石原委員に引き続き委員長をお願いするこ
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とを提案したいと思います。 

○井上参事官 ただいま野城委員から、石原委員に委員長に御就任していただいてはどう

かとの御提案がございましたけれども、いかがでございましょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○井上参事官 それでは、互選により石原委員を委員長に選出いただきましたので、石原

委員は委員長席にお移りください。 

 石原委員長より御就任の御挨拶をいただければと存じます。 

○石原委員長 石原でございます。ただいま皆様から御推挙をいただきまして、PFIの推進

委員会委員長を拝命いたしました。一言御挨拶を申し上げたいと存じます。 

 御高承のとおりPFIの推進はアベノミクスの大きな柱の一つといたしまして、骨太方針等

にも位置づけられております。昨年はアクションプランの策定あるいはPFI推進機構の設立

など、大きな進展を見た次第でございます。今後は、このPFI推進委員会の調査審議を通じ

まして、好事例を１つでも多くつくる。それにより民間投資を喚起し、経済成長につなげ

ていくことが重要であると考える次第でございます。 

 本年でございますが、アクションプランの着実な実施に向けまして、的確なフォローア

ップに努めるとともに、昨年から議論いただいておりますガイドラインの検証、見直しに

つきまして精力的に進めていく必要がございます。引き続き委員及び専門委員の皆様から

御支援、御協力を頂戴したいと存じますし、また、この委員会の円滑な運営につきまして

も御協力をお願い申し上げる次第でございます。 

 以上をもちまして、簡単でございますが、私の挨拶とさせていただきます。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

○井上参事官 ありがとうございました。 

 それでは、ここでプレスの方々は御退室をお願いいたします。 

（報道陣退席） 

○井上参事官 以後の議事進行につきましては、石原委員長より進めていただきたいと存

じますので、よろしくお願いいたします。 

○石原委員長 それでは、議事を進行させていただきたいと存じます。 

 まず、委員長代理の指名についてでございます。民間資金等活用事業推進委員会令第２

条第３項の規定によりますと、委員長が委員長代理をあらかじめ指名することとされてお

りますので、私から指名させていただきます。 

 委員長代理は引き続き宮本委員にお願いしたいと存じます。どうぞよろしくお願いいた

します。 

○宮本委員長代理 よろしくお願いします。 

○石原委員長 また総合部会及びワーキンググループに属する委員及び専門委員につきま

しては、今、お手元にお配りいたしました追加資料のとおりでございます。引き続き総合

部会の部会長には宮本委員長代理、また、VFM・リスク分担ワーキンググループの座長には
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本日御欠席でございますが、根本委員にお願いしたいと存じます。また、モニタリング・

事業促進ワーキンググループの座長には柳川委員に、手続き簡易化ワーキンググループの

座長には宮本委員長代理にお願いしたいと存じます。 

 それでは、本日の議事に入ります。「アクションプランの実施状況及び今後の取組につい

て」、事務局から説明をお願いします。 

○持永審議官 事務局を務めております審議官の持永と申します。それでは、資料１を御

覧ください。前回の委員会でお話し申し上げましたけれども、昨年６月に決定したアクシ

ョンプランについては、進捗状況を御報告していくということにさせていただいておりま

す。 

 今回資料１のとおり進捗状況について、資料を取りまとめましたので、各ページのポイ

ントを拾う形になろうと思いますが、御説明をさせていただきたいと思います。 

 最初に、２ページ目（１）でございます。（１）についてはコンセッションの関係の部分

でございます。左側に「具体的取組」と書いてあるのがアクションプランに書いてある事

項、右側に書いてあるのがその事項に対応した政府の取組という構成になっております。 

 上から順次申し上げますと、コンセッションに係るガイドラインについては、昨年皆様

方の御尽力をいただきまして、６月にガイドラインを既に公表しております。それから、

２つ目にありますように、民間資金等活用事業推進機構につきましても、昨年10月に設立

をさせていただきました。この機構につきましては半田専務にお越しいただいております

ので、後ほど活動状況等についてお話を承ることになっております。 

 ３つ目の○になりますが、案件形成等々については内閣府、国交省等も含めて案件調査

事業を通じての支援を行っております。 

 ４つ目の○の窓口・調整体制ですけれども、来年度から内閣府のPFI推進室に窓口対応の

定員が新たに措置されましたので、来年度からそういう専門の職員を置いて、地方公共団

体等への支援とか窓口業務、調整業務を強化していきたいと思っております。 

 次に３ページ目でございますけれども、３ページ目は空港等でのコンセッションという

ことで、ポイントのところを申し上げれば、例えば上から３つ目のポツでございますけれ

ども、下水道について、コンセッションを含めたPPP/PFIの導入指針ということで、今年度

中にガイドラインが策定・公表されるという予定になっております。 

 関空、伊丹のコンセッションでございますが、来年度の税制改正でコンセッションフィ

ーにかかる税の特例等が決定いたしましたので、これを受けてこれから早ければ来年度中

ということで、コンセッションに向けて動いているということでございます。 

 一番下のポツでございますけれども、その他の国管理空港がございますが、一番先頭を

走っておりますのが仙台空港でございまして、これも来年度ぐらいにはコンセッションの

手続に入れるのではないかということで、今、準備を進めているところでございます。 

 ４ページ目でございますが、地方の有料道路でございますが、こちらについては法律上

の措置が必要になりますので、今年度中に整理をして法律上の措置を講ずるということで
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方針が出ております。 

 ２つ目の○でございますけれども、その他の施設についてということで、例えば浄化槽

についてはマニュアルを策定し、公表することとなっております。 

 手続的な面で３つ目の○、４つ目の○がございますが、指定管理者との関係、公務員出

向の関係につきましては、今、ニーズ調査等々進めておりまして、それを踏まえて調整を

行っていきたいと思っております。 

 次に５ページ目でございますが、こちらは（２）ということで、収益施設が併設してい

るなど利用料金等で費用を回収するPFI等ということでのアクションプランの実施状況で

ございます。５ページの左側の○については、案件形成の支援・促進ということでござい

ますが、これは右側を見ていただきますとおわかりのように、昨年末から皆様方に御協力

をいただきまして、ガイドラインの見直しということでスタートさせていただいておりま

す。今年も引き続き御検討をよろしくお願いしたいと思っております。 

 ３つ目のポツになりますけれども、学校施設における収益施設の併設・活用についても、

文科省のほうで課題の検討を進めるということになっております。 

 ４つ目のポツになりますが、公営住宅につきましても建て替え等をするときに収益施設

を併設する。それにかかわる補助制度も来年度から国交省で導入するということでの支援

の拡充が予定されているところでございます。 

 ６ページになりますが、２つ目の○でございますけれども、高速道路でのPPP的手法の導

入ということで、こちらについては京橋の近くにあります約２キロぐらいの築地川区間で

ございますが、こちらで掘割の高速道路にふたをして、そこに空中権を設定し、周辺の開

発に際してその空中権を売って、首都高の維持管理の費用の一助とするという目的での法

律改正を今国会で行うということで、国交省で準備をしております。 

 ７ページ目になりますが、今度は（３）ということで公的不動産活用等々、PPP事業を進

めるというコンセプトでございます。民間提案のガイドラインについては、一番上の○に

なりますけれども、これも昨年皆様の御協力でガイドラインを発出したところでございま

す。 

 官民連携体制の構築という意味では、先ほど申し上げたような内閣府の体制強化、それ

から、機構との連携強化ということでやっていきたいと思っております。 

 ３つ目の○でございますが、事業の掘り起し等々でございますけれども、国交省を中心

に公的不動産を有効に活用したPPPの形成について支援を実施されております。 

 それから、公有地活用の具体的検討ということで、一番下の４つ目の○でございますけ

れども、こちらも国交省で公的不動産を活用する手法についての調査ということで、今年

度なさっているところでございます。 

 ８ページ目になりますが、道路占用の弾力化による道路維持管理への民間活用と書いて

ございますが、こちらも国交省になりますけれども、民間の方にオープンカフェ等で道路

占用を減額し、そのかわりに道路の維持管理の一部を担っていただく、道路の清掃等でご
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ざいますけれども、そういう道路管理への民間活用の導入ということで、今、制度の整備

がなされているところでございます。 

 ９ページ目になりますが、こちらは国の補助金、交付金についての重点化ということで

ございます。国交省、厚労省、農水省、経産省と書いてございますけれども、例えば国交

省に関しましては、下水道についてはPPP/PFIに係る新しい補助制度をつくるとか、公営住

宅整備においてPPP/PFIをやろうとしたときの調査についても、交付金事業の対象とするな

ど制度を広げつつあります。厚労省においてもPFIについて優先的に補助金を配分する、経

産省も同様に工業用水道事業について優先配分する、ということで検討をしていただいて

いるところでございます。 

 10ページ目になりますけれども、最初の○でPDCAサイクルということで実施状況等を委

員会に御報告し、またそういう議論を通じて各省にフィードバックすることで、フォロー

アップないしは的確な実施につなげていきたいと思っております。 

 それから、指定管理者等いろいろな手法の整備ということでございますけれども、こち

らは私どものほうでいろいろな参考資料をつくりまして、地方公共団体等への情報提供、

セミナー等での活用ということで今進めているところでございます。 

 関係省庁による通知等々の一番下の○でございますが、こちらにつきましては、地方公

共団体で公共施設が大分老朽化しております。そういうものの統合、老朽化対策、集約等々

の当たっての指針をまだ案の段階でありますが、総務省で地方公共団体に提示されており

まして、その中では施設の集約等に当たってPPP/PFIの積極的活用ということなどについて

も明記していただいているところでございます。 

 以上、アクションプランに書かれました個々の項目ごとに今まで取り組んでいる政府の

状況について御報告させていただきました。 

○石原委員長 ありがとうございました。 

 それでは、今、持永室長から御説明がいろいろございましたけれども、実施状況、今後

の取組ということで皆様から御質問あるいは御意見等ございましたらお受けしたいと思い

ます。 

 宮本委員長代理、いかがですか。 

○宮本委員長代理 ７ページの一番下の公的不動産の中でも公有地の活用ということで、

これが一つの目玉として挙がっているわけですけれども、国交省のほうで調査がなされて

いるという御説明ではありましたけれども、この委員会の中でも何回かこの議論が出てき

たと思います。特に英国での事例としてLABVという形での事業体、事業方式もございます

し、いろいろな形でのプロパティ・リジェネレーション・パートナーシップなどいろいろ

な形がなされていると思います。 

 国交省の調査でもそういうこともなされるのだと思いますけれども、そこら辺を御確認

いただきながら、英国の事例だけではないと思うのですけれども、そういうことを活用し

て、我が国の制度にも反映していただければ非常にありがたいなと考えております。 
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○井上参事官 国交省で調査費が確保されたので、当然連携して、先生が今おっしゃった

英国の進んだ手法も念頭に置きながら連携してやっていきたいと思っております。 

○石原委員長 ほかに御質問等ございますでしょうか。C委員、どうぞ。 

○C委員 ９ページ目なのですけれども、PFIを普及促進するに当たって、スタートアップ

の段階で何らかのインセンティブとしていろいろな交付金であるとか補助金の重点化とい

うのはよろしいと思うのですが、そもそものPFIの財政的な狙いの一つは公的支出の節約と

いうことにあるわけですから、これで補助金等の金額がふえたら本末転倒ということにな

ります。あくまでもこういう補助金等はスタートアップのものであり、長く普及定着すれ

ば当然やめるべきものであって、そうすることを通じて財政的な支出を抑えていくという

順番を踏まえないと、慢性的な支出の拡大につながりますので、そこは御留意いただけれ

ばと思います。 

○井上参事官 おっしゃるとおりだと思います。実は地方公共団体がいろいろな行革努力

の一環としてPFIを進めるに当たって、進めれば進めるほどもらえる補助金が少なくなって

しまうということが、かえってディスインセンティブになってしまっているのではないか

という議論を踏まえた意味での検討項目になっております。これをずっとPFIの枠みたいに

なって固定化して、かえって支出が増加することは確かにおっしゃるとおり本末転倒でご

ざいますので、状況に応じて見直しを行うであるとか、そうした柔軟な本来目的に則った

措置として考えていきたいと思っております。 

○石原委員長 あくまでも重点化であって、重点化というのは重点化・効率化という意味

合いであるという御示唆ですね。 

 ほかにございますでしょうか。L専門委員、どうぞ。 

○L専門委員 10ページの具体的取組にPDCAサイクルの確立に向けたというところがあっ

て、まずこのPFI推進委員会の中で今年度については具体的取組のフォローアップを行うと

いうことで、各府省で様々精力的に取り組んでいただいているということで、非常に頼も

しいなと思います。一方でPDCAということは、例えばさらに進捗状況を確認を実際した上

で、来年度以降さらにこの推進をよりスピードアップするために今度どういう取組をさら

に伸ばすべきなのか、追加するべきなのかとか、当然そういう話も出てくるかなと思うの

ですけれども、来年度以降のこの具体的取組、今、御説明いただいた左側のところをどう

いうふうに、どの場で議論して決定していくのかというところについて、今もし決まって

いることがあれば教えていただけたらと思います。 

○井上参事官 PDCAサイクルですので、当然年度毎といったいろいろな時期的な区切りが

あるかと思います。来年度何をやっていくか、再来年度に向けてどういう改善策があるか

ということを各省でも検討していただいて、その案が固まった段階でまたPFI推進委員会の

ほうに御報告することもあると思います。今、ワーキンググループで議論を始めさせてい

ただいておりますけれども、ガイドラインの見直しも含めて改善策をPFI推進委員会の皆様

方のお知恵をかりながら探っていきたいと思っています。 
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 そのPFI推進委員会の開催時期については、フォローアップにおいて各省の改善策が出そ

ろった段階でまたお諮りしたいと考えています。しかるべきときに相談させていただけれ

ばと思います。 

○石原委員長 ほかにございますでしょうか。どうぞ、Q専門委員。 

○Q専門委員 私、PFIに関しましてPFI法が成立次第、ずっと注目して見てまいったわけで

ございまして、我々としても積極的に取り組んでいく事業分野とずっと考えてまいりまし

た。ただ、思いどおりにはこれまでは来ていないというのが本音、実感のところでござい

まして、そういった中で実はこういうアクションプランの中身とかを拝見しておりますと、

我々からしますといよいよ動くなという息吹を感じられるのです。かなり前進しているな

というのは実は感じているところでございます。アクションプランが制定したことによっ

て、目指す類型ごとの具体的な事例が見え始めておりますし、我々もモデルとなるような

案件を今、実際に追いかけ始めているところでございます。 

 一つだけお願いしますと、今後こういったPDCAの話も先ほど出ましたけれども、実際に

やるという段階になりますと、これは金融機関サイドもそうなのですけれども、実務をき

ちんとできる実務担当者というものをしっかりと育成していくというのが一つ大事なポイ

ントになります。 

 例えば、金融機関でいきますと融資担当といいましてもこれまでのコーポレートのファ

イナンスとは全然違った形態、またこれまでやっておりましたPFIとまた違ったコンセッシ

ョン方式等をどういうファイナンスをやっていくのか。これはコンセプトではなくて実際

に動き出すとなりますと、担当者がしっかりとした事務まで含めて見るという形になりま

すので、そういった実務担当者の育成が欠かせないと考えている次第でございます。 

 その点に関しましては、各メガバンクも当然担当者を置いておりますし、それから実際

に御一緒させていただくような地域金融機関の皆様から御出向者を受け入れて育成したり

という動きをさせていただいておりますが、これはまた、我々金融機関だけではなく携わ

る各関係者の皆様のところで、そういった実務担当者の育成というところにも目を向けて

いただければと思う次第でございます。 

○石原委員長 重要なポイントだと思いますが、何かございますか。 

○井上参事官 おっしゃるとおりだと思います。 

 官民が連携してそれぞれの人材を育成することも大事でありますし、特に地域における

人材を育成するのも大事ではないかと思っていまして、そういった意味から事業促進のワ

ーキンググループを今度設置させていただきましたけれども、その場においてもそうした

地域の人材育成などの施策についても御議論いただければと思います。 

 また、今日は半田専務も見えていますけれども、官民連携インフラファンドの組織もで

きましたので、そういった組織と連携しながら、内閣府でも官民連携体制を強化しようと

思っておりますので、そういった意味であらゆる場面を通じて人材育成に努めてまいりた

いと思っております。御意見ありがとうございます。 
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○石原委員長 そういった観点で地方公共団体あるいは、今、地方銀行のお話がございま

したけれども、そちらでの人材育成は非常に大きなポイントになると思います。どうぞ、O

専門委員。 

○O専門委員 神戸市のほうで昨年の４月に民間事業者からの提案・相談をワンストップで

受け付ける公民連携推進室という窓口を設けまして、そこでノウハウの蓄積を図っていく

ということも一つ目的にしております。今までPFIを推進する場合に、各事業部局のほうで

担当者がそれぞれ進めておりましたので、どうしてもノウハウが蓄積されないといったこ

とがございまして、一から学んでいかなければならないということで、どうしても導入に

二の足を踏むという実態がございましたので、こういう室をつくっております。 

○石原委員長 P専門委員、いかがでございますか。 

○P専門委員 神奈川県の場合、PFIの担当者は財産経営課におります。ただ、１名だけで

ございますので、この職員が３年なり４年で異動してしまいますと、今、おっしゃったよ

うになかなかノウハウが蓄積されていないということがございます。ですから今、私ども

のほうではそちらのほうを財産企画グループの中で詳しい職員を中心にノウハウを蓄積す

るようにということでやっております。 

 それからもう一つは、それぞれの事業部局で当然事業を進めるに当たってPFIの担当者が

おりますので、そういう事業部局の中でもそういったノウハウ、実績を蓄積するように研

修等でお願いしている状況でございます。 

○石原委員長 本日はPFI推進機構から半田専務にお見えいただいております。実際に各都

市を回られていろいろPR活動、あるいはPFI推進機構の御説明等をされていると思うのです

けれども、そうした感触からはどんな感じでございますか。 

○半田専務取締役 PFI推進機構の半田でございます。大変お世話になっております。 

 詳しい活動状況は後ほど御説明をいたしますけれども、人材の点で申し上げますと、機

構のほうにも実は地方銀行の方も御出向いただいております。そういう中で、具体的な案

件にかかわって、そこにおけるいろいろな収支採算の考え方、契約の考え方、資産の保全、

資金の管理を実際に経験をしないと皮膚感覚としての仕事を覚えていくことが難しいもの

ですから、そういった機会を機構としてもできるだけ用意いたしまして、多くの方が理屈

に加えて皮膚感覚として能力を身につけていけるように努力をしていきたいと考えており

ます。 

○石原委員長 ほかにございますでしょうか。 

○宮本委員長代理 レンダーのほうはもちろん、そういういろいろな形で実務的に積んで

いかれるのだと思いますが、英国なんかで問題になったのは管理者、発注する方の調達能

力がちょっと未熟だったという議論がありました。一種の交渉事ではありますから、そこ

でうまく対応してもらう、調達能力をちゃんとつけていただくことは重要だと指摘もされ

ております。 

 ですから、個々の地方公共団体でいろいろな形の試みがなされているのだと思いますけ
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れども、少し全体として体系立ててそういう育成システムみたいなものがもう少しできて

もいいのかなということで、前からこの委員会でも昔の英国の4Psだとかパートナーシップ

UKだとかという形のことが出てきたと思いますけれども、またお考えいただいてもいいの

かなと思います。 

○石原委員長 現在３つのワーキンググループでいろいろ御検討いただいているわけでご

ざいますけれども、手続の簡易化というのもその中にございます。また事業促進という観

点から、一刻も早く成果物が出て、それができればさらにプラスになろうかと思います。

作業の推進については改めてお願いしたいと存じます。 

 私から資料１を拝見いたしまして、全体像がどうなって、今、全体がどこまで進捗して

いているのかあるいはいつごろまでにやろうとしているのか等、一覧性のある工程を見る

とこれに足らざるところあるいは重複しているというのもより深みができるのではないか

という感じもしております。いずれそれぞれのワーキンググループ等でそれらについて議

論されるかと思いますけれども、ぜひそういった観点からも理解のしやすさもそれぞれの

地域においてプロジェクトが進むにつれていずれ必要になってくると思いますので、お願

いしたいと思います。 

 まだ、いろいろあろうかと存じますが、本日はたくさんの議事もございますので、次に

そろそろ移っていきたいと思います。 

 いずれにいたしましても、皆様ワーキンググループの作業、さらに一層推進をお願い申

し上げますとともに、政府におかれましても、アクションプランの推進に向けて、引き続

き特に各省庁いろいろな形で絡んでいるというのは先ほどわかりましたので、それぞれが

横断的にうまく統一のとれた形でプロジェクトが進むようにお願いしたいと存じます。 

 それでは、引き続きまして、今、御紹介いただきました３つのワーキンググループの検

討状況につきまして、事務局のほうから御説明をお願いしたいと思います。 

○山田企画官 企画官の山田と申します。よろしくお願いいたします。 

 ３つのワーキンググループのうち、既に議論を始めておりますものが２つございまして、

本日はその２つのワーキンググループの議論の状況について御説明申し上げたく存じます。 

 まず、VFM・リスク分担ワーキングについて御説明申し上げます。資料は資料２－１、資

料２－２を準備させていただいております。 

 VFM・リスク分担ワーキンググループ、根本座長のもと第１回を昨年の12月19日に開催を

してございます。資料としましては、まず資料２－２をごらんいただきたいのですが、実

は先日の第32回推進委員会で主な論点、たたき台というペーパーをお示ししているわけな

のですが、その中からVFMあるいはリスク分担についての論点を切り出して、このワーキン

ググループ第１回で改めてお示ししているところでございます。 

 この内容につきまして一言で申し上げますと、今後アクションプランを推進していく上

で鍵となりますサービス購入型、従来型の事業以外の新しい類型の事業につきまして、VFM

あるいはリスク分担について考慮しておくべきことは何なのかといったことを論点の中心
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にしていく必要があるのではないかということで、たたき台としてお示ししているもので

ございます。 

 お示ししたものに対しまして、当日の御意見を紹介いたしますと資料２－１をごらんい

ただきたいわけでございますが、当日自由な意見交換をするということで意見を頂戴した

わけでございますが、例えばVFM・リスク分担双方に関する御意見といたしましては、今後

のPFI推進の鍵となる主体としまして、まだPFI事業を手がけたことのない比較的小規模な

地方公共団体の意見を聞いてみたらどうであろうかという意見を入れていただいたり、あ

るいはVFMに関する意見といたしましては、VFMの絶対値ではなくVFMの「ばらつき」に着目

としたらどうであろうかとか、あるいはVFMという数字の使い方についてもさまざまな場面

での活用方法があるのではないかという御意見がありました。 

 あるいは、リスク分担に関しましては収益施設を併設した場合にその本体事業と付帯事

業の間のリスクをどこまで乗り入れさせるのかあるいは遮断させるのかといったことにつ

いての御意見を頂戴したところでございます。 

 VFM・リスク分担ワーキングにつきましては以上でございます。 

○石原委員長 ありがとうございました。 

 それでは、引き続き手続簡易化ワーキンググループについて説明をお願いします。 

○國松企画官 企画官の國松でございます。 

 資料２－３と２－４でございます。資料２－４は昨年12月25日の第１回簡易化ワーキン

ググループのときに示させていただいた資料でございます。２－３をご覧ください。宮本

座長のもと12月25日に開催しておりまして、資料２－４の資料で論点として示したものに

対しまして、委員の方々から御意見をいただきまして、今後の検討の方向性を２番のとこ

ろでまとめております。手続簡易化については、震災復興ワーキンググループの検討結果

を基本として、手続期間短縮を中心とした具体的対応策を示す、庁舎等を中心とする施設

整備の比重の高い事業を念頭に検討する、ということでございます。 

 地方公共団体に対するヒアリングも並行してやっておりまして、PFIを使われない理由と

しまして時間がかかるというのが非常に多く挙げられておりまして、ヒアリングその他の

過去の資料からですけれども、そういう時間がかかるということは民間の提案を取り入れ

るために必要なことでもあるのですけれども、いろいろな事業がある中で一律に時間をか

けるのではなく、民間の提案の余地の少ないものについては短縮するという方策を示すと

いうことでございます。 

 それから、９割の地方公共団体がPFIをやったことがないという状況ですので、未実施で

ある地方公共団体への普及を念頭に検討する。まずはPFIをやってみて、さらにレベルの高

いPFI事業を広めていくというところでございます。 

 これら具体策の検討に当たりましては、地方公共団体の意見を聴取して、実際の適用事

例等の公表も視野に入れて、実用性・汎用性を担保しながら検討を進めます。また、対応

策についてはガイドラインの改正やマニュアル作成による公表、周知を検討するというこ
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とで、実際に使ってもらえるようなわかりやすいものをつくって周知を図っていくという

方向ということでございます。 

 以上でございます。 

○石原委員長 既に開かれた２つのワーキンググループについての御報告がございました

けれども、それぞれのワーキンググループに御参加されておられる方々から補足等がござ

いましたらお願いしたいと思いますが、VFMとリスク分担ワーキンググループに御参加され

ました皆様から補足等ございますでしょうか。宮本委員、どうぞ。 

○宮本委員長代理 この位置づけは今、御説明があったように独立採算に近いような話の

ことをかなり意識しての議論ではあるのですけれども、その中で余裕があればですけれど

も、従来型のサービス購入型に対しても見直すことは必要だろうということだとは思いま

す。 

 それから、いわゆる完全な独立採算というのでは本来の公共事業の位置づけではないと

思いますので、何らかの形の公的補助があるという前提に立てば、バリューフォーマネー

という形で、公的補助、公的な支出がどれだけ削減できるのかという視点で議論していく

ことは重要ではないかということは申し上げました。 

○石原委員長 その結果としての御意見等についての感想はございますか。 

○宮本委員長代理 これからまた議論していくということで理解しております。もう一つ

の手続き簡易化のほうでございますが、私が座長ということで開催させていただきました。

もっといろいろな形の議論はさせていただきましたけれども、要点は１枚でまとめていた

だいたということでございます。 

 これの前提はここにも書いてありますけれども、震災復興ワーキングの中で庁舎みたい

なものに対してできるだけ早く時間短縮でできないかということで案をつくった経緯がご

ざいます。それを一般の事業に対しても使えればということでございます。一般といいま

しても、対象は庁舎等の施設整備の比重が大きく、しかもBTOであるという形の限定された

ものだという形で今のところは考えております。 

 その理由は、この中でも触れていますが標準契約書１というのがございます。標準契約

書１はそのような事業を対象につくったということでございます。やはりそういうテンプ

レートがなければ、なかなか事業もうまく進みませんので、その標準契約書１をもっと活

用して、手続の簡易化に進められればということで、検討を続けていこうということでや

っております。 

 ですから、今回は余りほかの広範な事業分野まではカバーすることは考えず、あくまで

も施設整備型のBTOで考えていくということでございます。 

○石原委員長 ワーキンググループに参加されないで、本日初めておいでいただいた方が

多いかと存じますけれども、これをご覧いただいた感想等もしございましたらいかがでご

ざいましょうか。 

○G委員 今の宮本委員長代理のお話にありました手続の簡易化については全くそのとお
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りだと思います。今、災害対応のことをおっしゃいましたが、中長期的には出てくると思

いますけれども、やはり災害を見ますと少し今おっしゃった原則にあるような事例を弾込

めしておく必要もあるのではないかと思います。 

 例えば、先ほどの資料で公営住宅云々ということもございましたけれども、これはかな

り地域特殊性によりますけれども、地域によっては災害があった際に、いわゆる応急仮設

住宅をつくるといったことをするよりも、その地域に合う賃貸住宅を借り上げてしまった

ほうが早いし、財政支出も少ない。また、御入居になる方もそのほうが非常に居住性が高

いというニーズが存在しておりますので、一つの事例としては庁舎のみならず、応急仮設

住宅等についても具体的なスタディーの事例として挙げていただくといいのではないかと

思います。 

 例えば東北でそのようなやり方があればもっといろいろなことができたということも踏

まえてのことでございます。 

○石原委員長 地方公共団体の立場から何かございますか。 

 P専門委員、どうぞ。 

○P専門委員 この手続の簡易化の問題については、県の中でも施設の整備を議論するとき

に、県直営でやると時間がかかるということで民間にお願いしたいということで、PFIを選

択したところ、意外とこの手続のところで時間がかかる。これではPFIでやる意味ないので

はないかという議論がやはりあります。この問題は非常に重要な論点だと考えていますの

で、今後、ワーキンググループの中でいろいろ議論をさせていただきたいと考えています。 

○石原委員長 O専門委員、どうぞ。 

○O専門委員 神戸市でもどうしてもPFIで実施するとなると１年余分にかかるというざっ

くりとした認識を持っております。実施については検討するのですけれども、その後で手

法について改めて検討すると、やはり１年余分にかかるということから、PFIを選択しない

という方向に流れてしまっているところがあるので、今後、実施を検討する際にあわせて

手法についても検討するようにということで、各事業部局のほうには周知していきたいと

考えております。 

○石原委員長 PFIだと１年余分にかかるというお話ですが、宮本委員長代理、どうぞ。 

○宮本委員長代理 今、御提案いただきました件はまさしく議論しているところでござい

まして、最初から手法込みで事業化のことを考えていこうということでございます。 

 それから、さっきのG委員のコメントですけれども、今は震災というよりは一般的な事業

として考えております。震災のときになぜ庁舎等を考えたかといいますと、国費が出なか

ったということで、それに対して緊急にPFIで対応する意味もあるだろうということで準備

した経緯があります。後で事情が変わりましたので、結局それ自体としては使えてはおり

ませんけれども、そこで検討した成果は使えるだろうということで、こちらのワーキング

グループで活用しようという形で考えております。 

○石原委員長 Q専門委員、現実にいろいろやっておられた御経験等から何かございますか。 
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○Q専門委員 いろいろな都市とか市町村に行きますと、まずコンセプトからよくつかめて

いないというところから入って、さらに手続となると、面倒くさいというところから入り

ます。よく聞かれるのは先ほどと同じ意見がまた上がってしまいますけれども、担当者も

いないし、彼に勉強させて、一人はアサインして勉強させる。まずそこから始めて、さら

に実際の導入となると、本当に先ほど１年というお話がありましたけれども、まずは準備

段階でそこまでかかってしまうというのは１つの大きな課題だと思うのです。その意味で

いきますと、まさにVFMでもそうですけれども、まず広くあまねく地方公共団体の皆様に御

理解いただいて、さらに初めて見られる方でも、なるほど、こういう動きでこういう形で

進めばきれいに実現できるのだなというのを見ていただいて、書類とかそういうものに関

しても簡素化していくという手続、簡易化というのは絶対に必要な部分、分野だと思って

おりますし、金融機関としても同じような意見でございます。 

○石原委員長 C委員、どうぞ。 

○C委員 私はこのVFMのワーキンググループに出ていたのですが、座長を含めてVFM自体が

何かPFI普及の障害になっては困るということなので、でも、手続の簡易化のほうに出てい

ると思うのですけれども、かなり簡易化していくという方向は必要なのではないかという

議論はあったと思います。 

 特にPSCといいますか、従来型の公共事業でやったら幾らかかるのかというのは、ある程

度ひな形というか、大体このタイプであればこのぐらいだというのががあらかじめわかっ

ていれば、それについて一々計算しないで済みますので、やはりPSCの計算も含めまして、

そういうガイドラインみたいなのがきちんとあればいいのでないかといった話も出ていた

ような気がします。 

 あと私自身は政策評価にかかわっている人間からのコメントも出させていただいたので

すけれども、事前にVFMを計算するのはもちろん、よろしいのですけれども、結果としてど

うだったのかということもある程度検証してみないと、特に我々はこのPFIをこれから試行

錯誤で進めていくものなので、失敗事例も大事なサンプルであって、やはりいいことばか

りでは多分ないと思いますので、仮に思ったよりも高いVFMが実現しなかったとしたらどう

いう意味なのかという分析をするためにも、事後的な検証もなければいけないかなと思い

ました。 

○石原委員長 ありがとうございました。 

 N専門委員、どうぞ。 

○N専門委員 私も手続簡易化のほうに出ていたのですけれども、今、まさにユーザーであ

る地方公共団体の方からPFI事業は通常事業より１年長い、という貴重な御意見をいただき

ました。思い切って１年以上短縮するにはどうしたらいいか、逆にそこから始めて要らな

いところを削ぎ落としていって、本当に要るところだけを残す。ユーザーの方の御意見は

非常に大事だと思います。ユーザー感覚で選んでいただかないと使っていただけないとい

うことになると思いますので、思い切って短縮化をしていけたらいいなと思います。 
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○石原委員長 ほかに皆様からございませんか。どうぞ、R専門委員。 

○R専門委員 恐らく今後の議論の対象にもなっていくのだと思うのですけれども、特にこ

ちらのリスク分担のところで、官と民とのリスク分担をどう図っていくかですとか公共事

業と収益事業との分離をどう図るかといったところの観点の一つに、民間側がとるべきリ

スクの中でも、例えばPFIでいうとビルドとオペレーションの部分とまさに保有の部分が、

あるのですけれども、そういったそれぞれの場面場面に応じて背負うべき投資の資金の性

格、それによってとれる範囲のリスクあるいはとるべきリスクが変わってくると思います。

そういった資金の性格はおそらく主体の性格によって変わってくるものですけれども、民

間のとるべきリスクにも種類がいろいろあるのだというところも観点として入れていただ

ければありがたいなと思います。 

○石原委員長 H委員、どうぞ。 

○H委員 やはり手続をできるだけ早く進めるようにするというのは非常に重要で、そのた

めの一つのポイントはやはり宮本委員長代理がおっしゃったことだと思いますけれども、

ひな形をつくるということだと思うのです。これはまだやったことがないような話に関し

ていろいろ考えていかなければいけないので、ひな形をつくるのはそんなに容易でないこ

とはよくわかっているのですけれども、ある程度のひな形ができてくると当事者の人たち

は予想がしやすいし、多少そこが複雑でも、ひな形ができていれば何とか見通しがつくの

でいけるのかなという話はできるのですが、何もないと交渉のしようもないというところ

があるので、ひな形が重要だろうと思います。 

 その点に関していえば、先ほどもお話がありましたけれども、リスク分担のほうもそう

で、ある程度リスクの分担を今のような公と民間とどう切り分けていくのか、一個一個考

えていかなければいけないのですけれども、それは地方公共団体にしても民間にしても、

一個一個交渉でやろうという話になるととんでもなく話が不透明になってしまうので、そ

のあたりに関してもある程度のひな形、ガイドライン的なもの、そういう一つの基準にな

るものをできるだけ具体的にどこまでつくっていけるかというところが両方のワーキング

グループにとってのポイントかなと思います。 

○石原委員長 G委員、どうぞ。 

○G委員 H委員とほぼ同じ趣旨のことを別の角度から申し上げますけれども、私どもの大

学でも幾つかPFIにしようと思ってギブアップしたものがございます。今、神戸市や神奈川

県の専門委員からお話がございましたように、やはりいろいろ検討すると１年かかるとい

うドグマに負けたという経緯がございます。 

 それは今テンプレートあるいはひな形とおっしゃった点がございましたけれども、この

PFI推進委員会が出しているさまざまなガイドラインが予想していない副作用で、それを守

らないと立場が悪くなるというメンタリティーを公的機関の職員の人は持っていらっしゃ

る。逆にいうとガイドラインに合っているとある意味では問題ないというメンタリティー

がどうしても外れないところがある。これはやはり外国でこういったことをやっているよ
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うに、プロセスに対する杓子定規のものよりもアウトカムをとるのだという、長期的には

マインドを変えなければだめなのです。そのマインドを変えてもらうためには、その先行

事例にあるようなテンプレートを使わないと変わらないということは事実だと思います。 

 もう一つは、リスク分担については、リスクアロケーションの議論に入る前にそもそも

これからこういったPFI事業が定型性がなくなって、先行事例がない事業がふえていけばい

くほど、そもそもどういうリスクがあるかということがわからずに、暗中模索あるいはイ

マジネーションを一生懸命働かさなければならないということがございます。そういう意

味では、それぞれ守秘義務等々あるでしょうけれども、先行した事業の中でどういうリス

クが認識されていたかいったようなことがもしある程度集約的な情報が聞ければ、全くゼ

ロからどういうリスクがありますという話よりは類似点のあるような事業から引っ張り出

していけば、リスクをリストアップしていくところの議論はある程度ショートカットでき

るのではないかと思います。 

 以上です。 

○石原委員長 類似例というのは豊富にあるのですか。 

○宮本委員長代理 リスクの話は毎年やっているかと思うのですが、５年ぐらい前にどう

いうリスクが起こったかという調査を推進室で実施されました。基本は今おっしゃったと

おり過去のリスクの轍を踏まないことが一番リスクマネジメントの基本だということで、

リスクのデータベースみたいなものをつくっていきましょうということは、いろいろなワ

ーキングで議論されてきたのだと思います。 

 その中で、それについても改めて調査していただくという意義はあるのかなと思います

し、一つの代替案として、この前の議論の中でも私も申し上げましたけれども、過去の事

例ももちろん見ながらそれこそワークショップを通してリスクを明確に認識すること、ア

イデンティファイすることがまず重要だと思います。それがなかったらマネジメントでき

ませんので。 

 もう一つ、新しい運営権の事業だとか何かは前例がないという形になれば、競争的な対

話の中でいろいろな形で処理していくこともこれから重要だと考えております。 

○石原委員長 N専門委員、どうぞ。 

○N専門委員 今のリスク分担のところで、今、空港のコンセッションの話が始まっていま

して、仙台の基本スキーム案が出ているのですけれども、前回のリスク分担のワーキング

グループでもちょっとお話ししたのですが、今出ている仙台の案では、不可抗力で中途終

了した場合に一括払いした運営権対価が戻ってこないという仕分けをされているように読

めるのです。 

 これは民間事業者としては非常に取り組みにくい仕組みではないかと思っていまして、

12月に意見を述べる機会があったので、私もその意見を出しました。これは財務省との議

論にはなると思うのですが、例えば30年というコンセッション期間で、あいにく５年目に

大きな不可抗力が起こって、どうしてもコンセッションは民間事業者としてはやめざるを
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得なくなった。そうすると30年分のコンセッション対価を一括で前払いしていた場合、残

り25年残っているわけですけれども、それは運営できなくなったので、その分は返しても

らうというのが筋ではないかなというのが民間側からは思うのです。どうもそういうたて

つけにも仙台空港の場合はなっていないように読めましたので、こういう基本にかかわる

ところはこの委員会でも議論して、個別の案件についてこうしろということは言えません

けれども、全体的なリスク分担としてはこういうのが望ましいのではないかという形で意

見が集約できたらいいなと思います。 

○石原委員長 今のお話と絡むかもしれませんが、VFMの絶対値であるばらつきにも着目す

る必要があるのということで、より多くを求めるのか、外部効果、社会的便益もあるので

はないかということも書いてありますけれども、果たすべき役割、使い道につきまして何

か御意見等ございますか。 

○宮本委員長代理 今の私の意見を反映していただいているのだと思うのですが、従来、

バリューフォーマネーは従来型の公共事業方式でやった場合とPFIでやった場合でどれだ

け安くなったのかというのを絶対値だとか割合であらわすという形になっています。しか

し、それこそリスクが起こるか起こらないかわからない部分ですから、その値自体が確定

値にはなりませんですから、その中でいろいろなリスクがどれぐらいで起こるのか、起こ

らないのかという形で、バリューフォーマネー自体もある意味ではばらつく、分布を持っ

てくる。その分布が大きかったらちょっと大変なことになってしまうのです。とてつもな

い支出になってしまったら困るわけですけれども、逆にそのばらつきが小さければ小さい

ほどある意味では支出額が確定するという意味では安全なほうになってくる。ですから、

絶対値とばらつき両方を見てバリューフォーマネーを議論するというほうが必要ではない

でしょうかというのが私のコメントでございます。 

 規模が小さい事業の場合はそこでも余り大きくないのかもわかりませんし、それだけの

ばらつきを持っていないのかもわかりませんが、運営権とかインフラ事業という形になれ

ば、事業規模も大きくなってまいりますし、いろいろな不確定事情も出てくると思います。

そういうところも考えていくほうが必要ではないかというのがその趣旨でございます。 

 もう一つの、それこそ従来の建物事業みたいなものならば、余り利用者以外の外部効果

はそれほど多くはないのですが、インフラ等になりますと、それ以外の人にもたらされる

外部効果のほうが、ある意味では大きくなってまいります。ですから、そこのところも含

めて何がバリューフォーマネーかということにも返ってくると思います。それこそいろい

ろなステークホルダーがどういうふうにその事業の中でプロフィットシェア、事業がもた

らすいいことをうまく分担していくのかということも見ていく必要があるだろうというこ

とで申し上げたことでございます。 

 これらのことは両方ともかなり規模の大きな事業対象としてはやらなければだめだとい

うことです。技術的なことも地方公共団体が直接やるのはなかなか難しいかもわかりませ

んが、アドバイザーをうまく使っていただければ、そういうこともできるかわかりません。
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いろいろなことができるコンサルタントやシンクタンクも多くあると思いますので、それ

ほどの無理を申し上げたつもりではありません。 

○石原委員長 C委員、いかがでしょうか。 

○C委員 今のばらつきの話と便益の話ですけれども、まさにVFMは確定値、平均値を出す

のはなかなか難しいので、感応度テストといいますかいろいろな前提条件、パラメータの

もとに金利も含めて計算するものです。そこの幾つかのパラメータをちょっとずつ変えな

がら、どういう分布をするのかということで、普通我々計算式でいうと正規分布ならまだ

しもなのですが、シックテールとかで実はとんでもないコストがかかっているとかという

可能性があるとするとちょっと危ないかなという配慮は要ると思うのです。 

 ですから、ばらつきに着目するというのは、これからやっていくべきことだし、技術的

にも可能だと思います。 

 あと便益のほうは、空港一つとってみても、従来型でやったとしても生まれる便益もあ

るわけなので、今回VFMはあくまでもPFIにやったと同じ事業をPFIでやったとしたらどうか

という話なので、もちろんPFIとしてやったことによって生じるコストの削減はVFMですけ

れども、それから思いがけず公共事業をPFIとしてやることによって生まれる便益もあるか

もしれないので、それは何らかの官民が連携することによるシナジー効果もあるかもしれ

ないので、そこはちょっと分けて、PFIだからこそ生まれるところに着目することは大事か

と思います。 

○石原委員長 J専門委員、いかがですか。 

○J専門委員 今後、空港等のコンセッションが予定されていますが、VFMも類型によって

考え方が異なってくると思います。民間企業からの視点で言わせていただくと、官民のリ

スク分担で、例えば需要変動リスクを事業者側がすべて負うような片務的な事業に対して

は取り組んでいけない状況が発生致します。リスクゼロを求めるという事ではなく、適正

なリスクとそれに見合った利益確保が大前提であるからです。民間事業者にとってもＰＦ

Ｉ事業は非常に手間と時間の掛かる事業だという認識があります。従来の公共工事発注と

異なりリスクが伴う事業であるが故に、何回かの稟議を経るなど多大なるマンパワーを要

します。私はＰＦＩ業務の実務経験は少なく、管理する立場におりましたが、そんなに労

力を費やして最終的に利益は確保できるのか、といつも疑問を感じておりました。また、

従来型のサービス購入型ＰＦＩでは、事業費を圧縮しないと選定されないという競争環境

の下で事業者選定が行われることが多く、利益確保の観点でＰＦＩ事業が民間企業にとっ

て魅力ある事業だという認識は低かったように感じています。ただし、今後導入が期待さ

れている新たな類型の事業には、コンセッションのように民間企業の努力でアップサイド

の収益を期待できるような事業もあるので、是非民間のノウハウが生かされるような仕組

みの整備を御願いしたいし、その為には様々な立場でステークホルダーになり得る民間企

業の意見や要望を聞き入れて戴き、魅力あるＰＦＩ事業が多く実現化することを切に願い

たいと思います。 
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○石原委員長 それではK専門委員、いかがでございますか。 

○K専門委員 PFI等公共事業でやるのかということをどう決めるのかというのが一言で言

えばそれのルール化、手順化、人材育成だとかいろいろな組織をつくっていくということ

になるのだろうと思うのですが、ただ、最終的には個々の案件、事業によってどう判断す

るのだということに尽きるのかなと思っています。 

 ですから、リスク判断にしてもステークホルダーをどのようにするのかとか、VFMとかそ

ういったものも、どういう計算をするのかというものは個々の事業で検討していかざるを

得ないと思うのですけれども、ただ、こういったPFIやPPPの事業で海外でやっていても必

ずしも成功していなくて、海外の事例で失敗したところに実際、訪問したことがあるので

すけれども、失敗している事業もあるときには、大きな要因としてはリスク、需要予測と

かそういったものが民間事業者にとってきちんと判断できる、またそのあたりの議論がで

きる体制になっていたのかという意見を言われておりましたので、できるだけそういった

情報だとかいろいろなものをオープンにできて、それをうまくコーディネートできる組織、

人材を育成していく。そのためのいろいろな諸制度をどう考えていくのか。ちょっとこの

あたりがまだ具体的な案件で私も検討したり、考えたことがない部分がありますので、ぜ

ひその辺を議論させていただければ。また、そういったものがどんどん出てくるという状

況になっていけばいいなと思っております。 

○石原委員長 ありがとうございました。 

 L専門委員、よろしゅうございますか。 

○L専門委員 ワーキンググループでちょっと感じたのがいい意味で二極化した議論をし

ていきたいなと思いました。PFIは日本で始めて15年目ぐらいになっています。そうはいっ

ても箱物PFIと言われることもありましたが、庁舎等を整備して維持管理をやっていく事業

というのは、非常に蓄積が官民双方にあって、ひな形も多分その気になれば、容易につく

れるし、例えばVFMについても一個一個わざわざPSCとLCCを計算してやるまでもなく、大体

このぐらい出るでしょうという相場感が官民双方にそれなりにあるのかなと思います。こ

ういったものはとにかくスピード重視、定型化、簡易化をどんどんやり、今までやったこ

とのない地方公共団体にも広げていくという方向を追求していくといいのかなと思います。 

 一方でコンセッションですとかかなり民間の提案を取り入れた付帯事業を取り入れてい

くものについては、正直リスク分担にしろVFMにしろ手続にしろやや手探りなところがあり

ますので、それはそれで例えばどういったところでパイロットプロジェクトをやるのがい

いのかとか、そのときの体制や波及をどうしていったらいいのか。まさしくVFM、リスク分

担、それこそ本当にリスクワークショップ等をやって、しっかり議論をして、リスク分担

に反映させていくようなことが非常に重要であると感じております。この２つのタイプを

明確に切り分けて議論していくといいのかなと、ワーキンググループ両方に参加して非常

に感じたところでございまして、今後ぜひそのようなことをちょっと意識して議論を進め

られたらいいかなと思っております。 



21 

 

 ちょっと補足しまして、そういうことを仮に前提とさせていただいたときに、従来のも

のがどんどん素早くスピードアップしてやるための体制をつくればいいのかなとずっと私

は思っていたのですけれども、先日ある地方公共団体にちょっと相談を受けまして、これ

から可能性調査をやりたいので仕様書をつくりました、ちょっと意見をくださいと。いた

だいてみて少し驚く内容だったのです。非常にVFMの算出のところにものすごく教科書的な

ことがいろいろ書いてあって、やや現場のプラティカルな内容とちょっと乖離している。 

 どうしてこうなったのかなと思って担当者の方にお聞きしたら、VFMのガイドラインに書

いてあるようにつくったのですと言われまして、改めてそうなのかなと思って見ると、確

かにそうなのです。 

 つまり、実はもう既にいろいろやっている分野については、私は現場でやっていてもう

わかっているので、ガイドラインを参照しておりません。 

 そうすると実は改めて見ると、大分ちょっと古くなってしまっているということで、こ

れはこのときにつくったものは非常に最先端で役に立ったところはあるのですけれども、

これからもっとスピードアップするための思い切ったバージョンアップをする必要がある

なということをそのお話を聞いて痛感したところでして、その地方公共団体も実はPFIをま

だ１件もやっていないということで、非常に手探り感の中で、そういった話が出てきたの

で、ガイドラインの改訂も非常に急がなければいけないということを痛感したので、あえ

て御披露させていただきました。 

○石原委員長 ありがとうございます。 

 事務局からほかに説明は何かございますか。 

○山田企画官 いずれにしろ、それぞれのワーキンググループで口火を切るという形で第

１回を開催したところでございまして、今後事務局におきまして論点整理を行った上で、

今後それぞれの回ごとにどんな類型の事業のどの部分についての議論なのかというのを明

らかにした上で、掘り下げた議論をお願いしたいと今考えているところでございます。 

○石原委員長 よろしゅうございますでしょうか。 

 ということで、今日いろいろ意見が出てまいりました。手続ですとかVFMそれぞれ問題も

あるようでございますが、ある意味では未踏の分野にプロトタイプをつくってそれをどん

どん実例を出していくというのは、何よりも大事かと思います。そういった点も含めまし

て、ぜひワーキンググループでの精力的な御議論をお願いいたしまして、できるだけ早く、

アウトカムまでいかなくてもプロダクツが出るように、またひとつよろしくお願いしたい

と思います。 

 総合部会の部会長である宮本委員長代理が最後のまとめを、どうぞよろしくお願いいた

します。 

 それでは、続きまして事務局のほうから、PFI事業の実施状況に関する国会報告というこ

とです。これについて御説明をよろしくお願いいたします。 

○持永審議官 それでは、資料３をごらんください。 
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 資料３の一番下の参考というところを見ていただきたいのですが、昨年にPFI推進機構を

つくるためのPFI法の改正を行ったわけですけれども、その際に国会で附帯決議をいただい

ておりまして、その中の１つにPFI事業の実施状況を検証して、国会に報告するようことと

されました。要は事業の実施状況等々についてレポートをつくって国会に提出せよという

ことなのですけれども、そういう附帯決議をいただいております。あわせてPFI推進委員会

も活用することと書いてございます。当委員会にもお諮りしながらという趣旨でございま

す。 

 今国会も既に開会しておりますが、今国会のうちには国会に提出したいと思っておりま

して、これから作業に着手しようと思っております。作業に着手するに当たりまして、ま

ず皆様方にはレポートの構成、スケルトンを資料３の２.であるように、お示しをしている

ものでございます。 

 ごらんいただいてわかりますように、１番目は法制定及び改正の経緯。 

 ２番目は基本方針・ガイドライン制定及び改定の経緯。 

 ３番目はアクションプランの関係。 

 ４番目は事業実施状況。 

 ５番目としては類型別に好事例を具体に紹介したものにして、国会にレポートという形

で報告するということでつくるわけですが、その他の関係者が見ても参考になるような形

になればいいということも実は思っておりますので、そういう意味であえて事例も報告に

盛り込んで、国会に出したいということでございます。 

 もしこの構成案について何かございましたら、ぜひご指摘を賜っておきたいと思います

し、事後でも何かアドバイスございましたら賜りたいと思っています。いずれにしても、

こういうものをベースに今後、案をつくっていきまして、また形ができてきたところで再

度委員会の皆様にはお示しして、御意見をいただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○石原委員長 ありがとうございました。 

 ただいまの御説明に関しまして、何か御質問等ございますでしょうか。C委員、どうぞ。 

○C委員 多分これを書いていくと１、２が重くて３、４がさらっと流れてという感じにな

るのかなと何となく想像にかたくないのですが、どこかに分析という項目があってしかる

べきで、例えば４の事業実施状況はわかるのですけれども、それが一体どういうふうに評

価するべきなのかということについて、あるいは失敗事例も含めてボトルネックは何なの

か、もし仮に普及していないとすればという分析という項目があってしかるべきかなと思

います。 

 先ほどから指摘がありますようにノウハウのかなり蓄積されている分野とまだ未到達の

部分というのがありますので、どういうところに我々はノウハウを蓄積していて、どうい

うところがまだ暗中模索状態なのか、この辺はきちんと整理されたほうがよろしいと思う

のです。 
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○持永審議官 ありがとうございます。 

 確かに分析の部分は文面上抜けておりますので、恐らく４のところかと思いますが、評

価、分析のようなことは検討してみたいと思います。 

 ○石原委員長 分析を踏まえつつ前向きになるように、非常にこのPFIに関しては各方面

から期待も大きいものでございますので、そういった観点からまたよろしくお願いしたい

と思います。よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、引き続き作業をお願いするということにしたいと存じます。 

 それでは、次に報告事項です。平成26年度予算編成の基本方針について、成長戦略進化

のための今後の検討方針について並びに産業競争力の強化に関する実行計画について、事

務局より一括して御説明をよろしくお願いします。 

○持永審議官 それでは、報告資料の１、２、３をごらんいただきたいと思います。 

 実はこれは３つともかなり大部なものでございますが、本日は１枚紙に抜粋したもので

お示しをさせていただきました。この１、２、３ともPPP/PFIにかかります最近の政府の動

きの御報告ということでございます。 

 まず、報告資料１でございますけれども、これは26年度予算を政府で組むに当たりまし

て、その組む前に考え方を整理して、閣議決定するというプロセスがございます。その中

でPPP/PFIについてごらんのとおり、上のほうにありますのはアクションプランをちゃんと

やりましょうということ、下のほうにありますのはコンセッションをどんどん導入するで

ありますとか高速道路でやっていきましょうとか、PFI推進機構をちゃんと活用しましょう

といった事柄が考え方として盛り込まれております。こちらは経済財政諮問会議でいろい

ろ議論を経て、このような形でまとまっていったものでございます。 

 報告資料２は昨年の６月に政府が日本経済再生本部におきまして日本再興戦略というも

のを決めておりますが、そちらを改定していくということを日本経済再生本部では考えて

おり、そのもとにあります産業競争力会議のほうでその改定に当たって、検討方針という

形で決定し、公表したというものでございます。 

 上の四角の一番下にございますように、PPP/PFIの活用促進をしましょうということで、

下のほうで⑤ということでいろいろ書いてございますけれども、これは産業競争力会議の

中でこれからいろいろ議論しましょうという、イメージを書いてあります。産業競争力会

議としての問題意識、検討したい項目ということでの内容が、例えば地方公共団体へのイ

ンセンティブをどうするかですとか、手続の簡素化をどうするか、専門家の育成等々どう

するかということについて検討していきましょうということが示されております。 

 それから、報告資料３でございます。昨年の臨時国会で産業競争力強化法というのがつ

くられて、国家戦略特区等々の取組がこれから進んでいくと思います。その法律に基づく

実行計画が１月に決定されたということでございます。 

その中では、やはりPPP/PFIの活用ということで、アクションプランの推進、具体的には事

例として書いてあるのは空港の話と高速道路の話が書いてありまして、空港等など重点化
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しながらやりましょうという趣旨でございます。 

 以上、報告資料の御説明でございます。 

○石原委員長 ただいまの御説明に関しまして、御意見等いかがでございましょうか。基

本的には我々がこれから進めようとしている議論とほぼリンクしているように思いますけ

れども、これをご覧いただいて何か感想、御意見等ございましたらどうぞ。 

○P専門委員 先ほど来コンセッションの話が出ていたのですけれども、私の記憶では、昨

年の４月、５月ぐらいからコンセッションという言葉が新聞紙上をにぎわし始めたのかな

と記憶しているのですが、その中で神奈川県議会のほうで県の老朽化した施設の再生を県

直営でやるのではなくてコンセッション方式を活用して進めていくべきではないかという

議論が出ています。 

 そうした中で、私ども庁内でこういうコンセッション方式が適用できるかどうかという

調査もやりました。ただ、そうするとやはり事業部局の職員は今、例えば公の施設、指定

管理者制度を導入していますけれども、指定管理者制度を運営するだけでもいろいろモニ

タリングとか大変なのに、ここでまた新たにコンセッションなんていうのは、そういった

新しいことをやらせるのかという雰囲気があります。ですから、コンセッション方式を導

入すればこれだけメリットがあるのだということを、県庁の内部向けにも説明していかな

ければいけない。 

 単純に申し上げると指定管理者制度だと指定管理料を払って運営していただく。コンセ

ッションだと運営権を付与することによって対価をいただける。ここが決定的に違うとは

思うのですけれども、なかなかそれだけの説明でも納得いただけない部分がありますし、

また、実際にそういう運営権を付与することで利用料金収入だけで運営できるかどうかと

いう施設もなかなかないという状況もありますので、その辺のところを県の中で今後どう

いうふうに導入していくかというのは非常に議論のあるところですので、そういったこと

も踏まえて今回のこの委員会の中でいろいろお知恵を拝借していきたいと考えています。 

 その中で今回コンセッション、この報告資料３で見ますと国管理空港と高速道路という

ことなのですけれども、例えば地方公共団体のほかの公の施設でも結構ですけれども、ど

ういったところにコンセッション方式が導入可能なのか。今の時点で事務局のほうでも結

構ですし、民間事業者の方でも結構ですので、御意見をいただければと思います。 

○石原委員長 O専門委員はいかがですか。 

○O専門委員 コンセッションにつきましては、まだ具体的には神戸市では検討はしており

ません。やはり先進事例があれば取り組みやすいというのはあると思いますので、地方公

共団体レベルで取り組まれた事例があれば、そういった情報提供をいただきたい。今、神

戸市の中でもPFIで検討しているもので小学校の空調設備でのPFIの導入であるとか、市営

住宅の建て替えというのがあるのですけれども、それも実は近隣の大阪府であったり京都

市であったり、そういうところが取り組まれたという先行事例があって、それで気持ちが

前向きになってスムーズに運んでいるという事例がありますので、コンセッションについ
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てもどんどん先行事例の情報提供をいただければ、前向きに検討できるのではないかと考

えております。 

○石原委員長 N専門委員、どうぞ。 

○N専門委員 まだコンセッションは実際一例も事例がないのですけれども、羽田空港の国

際線ターミナルはコンセッションではないものの、完全なプロジェクトファイナンスでう

まくいっている事例ではないかと思います。横浜市の横浜アリーナも負担つき寄附という

形をとって、それで民間がつくって地方公共団体に寄附して、そのかわり長期間運営させ

ていただく権利をいただくという形でうまくやっていらっしゃる事例かと思いますので、

完全なコンセッションはまだ確かに１件もないのですけれども、似たような事例でうまく

いっているのはありますので、そういうのは参考になるのではないかと思います。 

○石原委員長 ありがとうございました。どうぞ、R専門委員。 

○R専門委員 今、最後のほうに民間事業者から見たコンセッションの可能性云々という話

もちょっとあったものですから、一言申しつけ加えようかなと思います。恐らくコンセッ

ションと従来型のPFIでの一番大きな違い、コンセッションネアに期待されているところは、

例えばプライスや投資といったところの裁量権を民間側に渡して、その分で収益を高めて

くださいというところが一番大きな違いだと思うのですけれども、そういう観点からいっ

ても、やはり裁量権が広ければ広いほど、民間側がリスクをとることができることになっ

て、その分のリターンも高く期待するという形になっていく。一方その逆に裁量権を狭め

ていけばいくほど投資のリスクも逆にとれなくなってくるので、今度は指定管理者制度に

近づく、先ほどのようにマネジメントに近づいていく。先ほど私が申し上げたように、裁

量権の大きさによってエンジェル資金が全く違うことになってきますので、裁量権をどこ

に設定するか、幅をどこまで民間側に渡すかということ次第で、コンセッションのプレー

ヤーは増える、もしくは減るということは十分考えられると思うのです。 

○石原委員長 まだいろいろとあろうかと存じますが、それでは、今、それぞれの皆様か

ら出ました御意見あるいは地方公共団体の皆様から出ました実態、いろいろそういったこ

とも踏まえまして、先ほどちょっと御紹介いたしましたけれども、本日はPFI推進機構から

半田専務がお見えになっております。PFI推進機構につきまして、現在の活動状況並びにそ

ういう活動をされている中で、いろいろと御意見あるいは要望等もあろうかと存じますの

で、そういうものを踏まえまして御説明をよろしくお願いしたいと思います。 

○半田専務取締役 PFI推進機構の半田でございます。平素大変お世話になり、ありがとう

ございます。 

 昨年10月に会社が設立されまして、４カ月になろうとしております。これまでの活動状

況について、１つは体制づくり、もう一つはPFI案件の推進という点で御説明をさせていた

だきます。 

 まず、体制づくりでございます。 

 一番最初に増資及び既存株主からの株式譲渡についてです。12月に民間企業を対象にし
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まして、12億5,000万円の増資と既存株主から12億円の株式の譲渡を行いました。この結果、

当機構への出資額は政府100億円、民間70社から100億円となりました。北は北海道から南

は沖縄まで、全国の金融機関に出資をいただくことができまして、オールジャパンの株主

構成となっております。 

 ２つ目が人材の結集と研修についてです。 

 10月15日に仕事始めをいたしまして、それ以降11月末にかけて株主各社からの出向者、

公認会計士の方等に機構に出向していただきました。PFIの専門家ばかりではないのですけ

れども、多様な経験を持つ非常に優秀な人材が集まったというふうに自負しております。 

 業務開始直後から内閣府PFI推進室をはじめとして、国土交通省、各メガバンク、シンク

タンク等の多くの組織から講師を派遣していただきまして、PFIの法律制度、国の政策の方

向性、地方財政の現状、インフラ各分野の現状と課題、プロジェクトファイナンスやメザ

ニンファイナンスの契約などについて密度の濃い研修を行っております。おかげさまで職

員個人個人のレベルはかなりの水準に達したと感じております。 

 ３つ目が規程類等の整備などのルールづくりでございます。 

 毎月１回取締役会を開催しまして、社外取締役から時に厳しい御指導もいただきながら、

規程類などの社内制度の整備を行ってまいりました。この機構は通常の会社のルールとは

異なりまして、各PFIの事業の応募選定の過程におきまして、官民の多くから守秘情報が入

ってまいります。私どもはこうした秘密情報を厳格に管理するとともに、利益相反を管理

し、民間事業候補者に対しては公平、公正な取り扱いをしなければなりません。顧問弁護

士にも御指導いただきながら社内のルールづくり、職員の研修及び職員出向元への説明等

を行ってまいりました。 

 次に、PFI案件の推進についてです。最初に、具体的に既に動き出している案件に対する

対応です。独立採算型等のPFI事業、コンセッション事業として具体的に動き出している案

件については、国土交通省などの政府関係の部局、公共施設管理者である地方公共団体な

どと緊密に連携をしまして、案件組成に向けて努力をしております。 

 近いうちに、第１号案件について支援決定をすべく準備を進めております。関西国際空

港、仙台空港、福岡空港などの国管理空港につきましては、コンセッション導入の検討が

最も進んでおります。我々もこれらの先行案件に対して特に注力をして検討を行っており

ます。 

 実施方針が出される前の早い段階から、機構は公共側と組んで案件の検討を行っており

ますけれども、これが一般の金融機関と異なる機構の業務運営の特徴であります。こうい

う活動をすることによって、実際には投融資が行われるかなり前の段階から業務が繁忙化

しているという状況でございます。 

 ２つ目が全国の地方公共団体への働きかけでございます。具体的な個別案件のない全国

の地方公共団体に対しても、私もみずから先頭に立って訪問をしまして、独立採算型等の

PFI事業、コンセッション事業のメリットや活用方法を訴えております。機構は職員20名足
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らずの小さな組織でございますが、幸いにして民間株主70社の多くが全国の地方公共団体

の指定金融機関となっております。指定金融機関は、例えば県庁や市役所の庁舎の中に支

店や出張所を持ち、その地方公共団体のことは隅々まで熟知されています。 

 こうした金融機関と共同して地方公共団体を往訪することで効率的、効果的な活動を行

っていきたいと考えております。 

 各地方公共団体の皆様からは、大規模なインフラ事業だけでなく非常に幅広い事業、施

設に対してPFIの活用の可能性を相談されることがございます。例えば公営住宅の建てかえ、

ごみ焼却場の更新、公立病院の建て替え、博物館、美術館、市民会館など箱物の建てかえ

や大規模修繕などについて、独立採算型あるいは混合型のPFI事業の具体的なイメージをつ

くってほしいという要請を受けております。 

 また、PFIの制度、手続につきましても地方公共団体の担当者からさまざまな意見を伺っ

ております。中には厳しい意見もございます。PFI委員会では、ガイドラインの見直し等に

ついてワーキンググループで検討されているところなので、我々が各地方公共団体から直

接聞いている意見についてもお伝えをしてまいりたいと思っております。 

 ３つ目が業界動向、個別プロジェクトの分析でございます。機構は案件形成への支援を

行うとともに、ファイナンスの段階におきましては主としてメザニンを提供することが期

待されております。このような役割を果たしながら、かつ機構の資産を毀損させずに運用

していくためには、空港、上水道、下水道など主たるインフラの分野について十分な検討、

分析が必要となってまいります。我々は外部の知見も活用しながら、こういった業界全体

の動向あるいは各案件の現状につきまして、情報収集、分析を進めております。こうした

地道な積み重ねによりまして、機構としての案件の目利き能力を高めていきたいと考えて

おります。 

 最後に民間事業主体への働きかけでございます。 

 PFI案件を推進するに当たりましては、地方公共団体への働きかけと同時にその担い手と

なる民間企業の存在が不可欠でございます。空港案件については、多くの民間企業が関心

を示しておりますけれども、それ以外の分野についてはまだまだ事業を引き受けようとす

る民間企業の数は少ないと感じております。機構としましては、これらの分野におきまし

てもできるだけ具体的な案件のイメージをつくりながら、より広く各業界の民間企業の皆

様とも意見交換をしていきたいと考えております。 

 こうした活動を通じまして、民間企業側からの要望を公共側に伝え、より実現可能性の

高い案件づくりに貢献するとともに、民間企業に対してもPFI事業に参加しようとする気運

を盛り上げていきたいと考えております。 

 以上が設立後、約４カ月弱の運営状況でございます。まだまだ手探りの部分もございま

すけれども、内閣府PFI推進室を初めとする関係省庁、株主の民間企業の皆様方の支援をい

ただきながら、引き続き議論を進めたいと考えております。 

 PFI推進委員会の委員の皆様にも引き続き御指導、御支援のほどお願い申し上げます。 



28 

 

○石原委員長 ありがとうございました。 

 発足後４カ月非常に精力的にいろいろ業務を進めておられる様子が伺えます。それと同

時にこの委員会とPFI推進機構との密接な連携が何よりも大事であるということを改めて

感じた次第でございますが、皆様から何か御質問等ございましたらお受けしたいと思いま

す。いかがでございましょうか。 

 Q専門委員、どうぞ。 

○Q専門委員 本当に新会社ということで、まだまだ体制整備等で多忙を極められているや

に伺っております。ただ、できるだけ早く今、こういった委員会でも話しているようなカ

テゴリーに合う案件をぜひ実績を早く積み上げていただきたいと思う次第でございまして、

民間だけでは成立しないメザニン等のハイブリッドな案件をどんどん御一緒にやらせてい

ただければと思う次第でございますし、それによってリプテーションを確立していただい

て、ぜひ近い将来なるべく早く機構が入られるなら安心であるという呼び水機能、そうい

ったリプテーションを早く確立していただけるように期待している次第でございます。 

○石原委員長 エールと同時にこちらの決意表明でもあるということですね。 

 どうもありがとうございました。それでは、今、申し上げましたようにこれから機構と

の連係プレーが必要になってくるということでございます。そのほか何か事務局のほうか

らありますか。 

○山田企画官 １点、事務局からペーパーを配付させていただいています。 

 先ほど資料１の説明の中で公共施設等総合管理計画の策定に当たっての指針（案）の概

要においてということで、公共団体宛に周知をしているという御報告をさせていただいた

ところでございますが、この件につきまして本日御欠席のE委員から通知文そのものをこの

場で皆様にご覧いただいたらどうかという御意見をいただきましたので、お目にかけます

とともに、御紹介するわけでございます。 

 総務省から各地方公共団体宛の通知文になってございまして、この総合管理計画という

のは、今後地方公共団体がお持ちのインフラについて、更新とか統廃合あるいは長寿命化

を長期的な視点でもって計画的に行うための計画をつくるように取り組んでくださいとい

う趣旨の内容でございます。その中で計画の検討に当たってPPPとかPFIの積極的な活用を

検討されたいということが明示されているということで、この場で御紹介差し上げる次第

でございます。 

 なお、この計画なのですけれども、今、政府挙げましてインフラ長寿命化に取り組んで

おります。これは昨年の11月末ですけれども、インフラ長寿命化基本計画を政府の連絡会

議で決定したところでございますが、この地方版として行動計画をつくってほしいという

ことが政府として今、期待されておって、そのメッセージも出しているところなのですが、

この総合管理計画をもって行動計画としても位置づけ可能なものであることもこの事務連

絡で通知をしているところでございます。参考までに御紹介差し上げる次第でございます。 

○石原委員長 ありがとうございました。 
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 これをごらんになってP専門委員、いかがでございますか。何か感想ございますか。 

○P専門委員 今は公共マネジメント白書を市町村単位で結構つくられていると思うので

すけれども、神奈川県はそういうものはつくっていないのですが、ただ、隣のセクション

で公共施設の見える化ということで、それぞれの施設、道路とか橋梁も含めてどのぐらい

の維持管理コストがかかっているのか、これから何十年どのぐらいかかるかというのを試

算して、昨年の８月に公表、公共施設の見える化という取組をやっております。 

 ですから、今回のこういう指針についても今後参考にしながら進めていくのかなという

ふうには考えております。 

○石原委員長 ありがとうございました。O専門委員、何かございますか。 

○O専門委員 神戸市のほうも我々の公民連携推進室というのが企画調整局という局の中

にございまして、インフラのこういった白書関係は行財政局という財産管理の部局のほう

にございまして、そことの連携が庁内的にも課題になってはおります。やはり財産管理の

視点からすると、更新統廃合については計画性を持って検討しているところなのですけれ

ども、どうしてもどういう手法で再整備するかという手法の観点が抜け落ちているところ

がありまして、そういったところでも我々も連携をとりながらやっていきたいと感じてい

るところです。 

○石原委員長 ぜひ縦割りでなく連係プレーでよろしくお願いしたいと思いますが、一応、

これで本日の議事は終了でございます。それぞれのワーキンググループでまだいろいろと

これから御検討いただくこともあろうかと存じますし、本日の会合がそういった意味の促

進剤になればという気もしております。 

 それでは、本日はこれにて閉会とさせていただきます。どうも活発な議論をありがとう

ございました。 


